
課長名

■ ■ R3 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 1 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無 ■ 無

□ 有 □ 有

（実績） （役割分担）

市町との連携状況 ― 他県の状況

・電子決裁システム　　稼働中：31都道府県
　　　　　　　　　　　廃　止： 9県（うち4県は、再導入予定）
　　　　　　　　　　　未導入： 7県（うち4県は、R3導入予定）
・文書管理システム　　稼働中：40都道府県
　　　　　　　　　　　廃　止： 3県（うち1県は、再導入予定）
　　　　　　　　　　　未導入： 4県（うち3県は、R3導入予定）

　電子決裁・文書管理システムの導入（令和４年４月～運用開始予定）
　　①電子決裁機能（起案・決裁・差戻・修正指示等）
　　②電子文書管理機能（収受・施行・移管等）
　　③保存機能（保管、保存、廃棄等）
　　④他システム（人事、財務、電子申請等）との連携機能
　　⑤情報公開支援機能

［受益者］ ― ［想定される受益者数］ ―

前事業の有無・実績
関連事業の有無・

役割分担

事業名 事業名

政　　策  〔 17「チームふくい」の行政運営

［解決すべき問題・課題］

　本県には電子決裁・文書管理システムが導入されていないため、紙・押印による事務処理をせざるを得ない状況

［事業目的］

　「ウィズコロナ」の新しい生活様式に対応するため、また、「働き方改革」、「行政のＤＸ」を推進する基盤として、電子決裁・文書管理システムを導入する

そ の 他

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 5  ともに進める（総合力）
関連する県の計画等 〔 行財政改革アクションプラン 〕

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 R8

補助率 ― 法 定 受 託 事 務

課名 情報公開・法制課 大嶋　徹

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度

電子決裁・文書管理システム導入事業

区分 新規 経費区分 政策的経費 要求基準 外 部局名 総務部
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課長名

■ ■ R3 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 1 年

平成２９年度 30年度 令和元年度 ２年度

［成果指標等の推移］

平成29年度 30年度 令和元年度 ２年度

□ その他

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 □ 完了

□ 拡充 □ 縮減

□ 整理統合 □ 廃止

令和３年度はシステム整備のため、成果指標の設定は困難

実績

100%

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた令和３年度の変更点 事業評価

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３年度 中間目標 最終目標 目標・指標の考え方・積算根拠

活動指標 電子決裁利用職員数
(目標) (5,000)

成果指標 電子決裁率
(目標) 50%

(5,000)
令和３年度はシステム整備のため、活動指標の設定は困難

実績

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３年度 令和３年度予算額の増減理由

当 初 予 算 額 の 推 移 11,628

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

R8

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額 11,628 11,628

― 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

部局名 総務部 課名 情報公開・法制課 大嶋　徹

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 新規 経費区分 政策的経費 要求基準 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金

電子決裁・文書管理システム導入事業
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